
 

 

総合評価落札方式競争入札実施要領の一部改正に係る新旧対照表 

改 正 前 改 正 後 
 

総合評価落札方式競争入札実施要領 

 

平成23年６月29日 

総 務 第 6 5 号 

 
〔沿革〕 平成23年６月29日付け総務第65号制定、平成24年２月29日付け総務第273号一部改正、平成25年３月６日付け総務第302号

一部改正、平成２５年１０月１７日総務第１７２号一部改正、平成２７年３月３１日総務第２８６号一部改正、平成２８年

３月７日総務第２０１号一部改正、平成２８年３月３１日総務第２４４号一部改正、平成29年５月19日付け総務第46号一部

改正、平成30年３月30日付け総務第210号一部改正、平成31年３月28日付け総務第236号一部改正、令和２年３月17日付け出

総第282号一部改正、令和２年10月12日付け出総第186号一部改正、令和３年３月８日付け出総第345号一部改正、令和４年３

月17日付け出総第350号一部改正、令和４年６月22日付け出総第83号一部改正 

 

第１～第22 〔略〕 

 

附 則（平成23年６月29日付け総務第65号） 

１ この要領は、平成23年７月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 総合評価落札方式条件付一般競争入札試行要領（平成19年6月15日付け総務第280号）、 総合評価落札方式条件付一般競争

入札施行細則（平成18年3月29日付け総務第1166号）及び総合評価落札方式条件付一般競争入札技術評価試行要領（平成21

年3月30日付け総務第1253号）は、廃止する。ただし、この要領の施行前に公告を行った工事については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成24年２月29日付け総務第273号） 

１ この要領は、平成24年３月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年３月６日付け総務第302号） 

１ この要領は、平成25年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年10月17日総務第172号） 

１ この要領は、平成25年10月17日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 改正前の消費税法及び地方税法が適用される工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月31日総務第286号） 

１ この要領は、平成27年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

３ 様式第１－１号、様式第１－２－１号、様式第１－２－２号については、当分の間、従前の様式のものによることができ

る。 

附 則（平成28年３月７日総務第201号） 

１ この要領は、平成28年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成28年３月31日総務第244号） 

 この要領は、平成28年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

附 則（平成29年５月19日付け総務第46号） 

この要領は、平成29年６月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

  附 則（平成30年３月30日付け総務第210号） 

この要領は、平成30年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

附 則（平成31年３月28日付け総務第236号） 

１ この要領は、平成31年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。ただし、表２の項の改正部分は、平成31年６月

１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

２ 改正前の消費税法及び地方税法が適用される工事については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月17日付け出総第282号） 

１ この要領は、令和２年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

 

総合評価落札方式競争入札実施要領 

 

平成23年６月29日 

総 務 第 6 5 号 

 
〔沿革〕 平成23年６月29日付け総務第65号制定、平成24年２月29日付け総務第273号一部改正、平成25年３月６日付け総務第302号

一部改正、平成２５年１０月１７日総務第１７２号一部改正、平成２７年３月３１日総務第２８６号一部改正、平成２８年

３月７日総務第２０１号一部改正、平成２８年３月３１日総務第２４４号一部改正、平成29年５月19日付け総務第46号一部

改正、平成30年３月30日付け総務第210号一部改正、平成31年３月28日付け総務第236号一部改正、令和２年３月17日付け出

総第282号一部改正、令和２年10月12日付け出総第186号一部改正、令和３年３月８日付け出総第345一部改正、令和４年３月

17日付け出総第350号一部改正、令和４年６月22日付け出総第83号一部改正、令和５年３月10日付け出総第334号一部改正 

 

第１～第22 〔略〕 

 

附 則（平成23年６月29日付け総務第65号） 

１ この要領は、平成23年７月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 総合評価落札方式条件付一般競争入札試行要領（平成19年6月15日付け総務第280号）、 総合評価落札方式条件付一般競争

入札施行細則（平成18年3月29日付け総務第1166号）及び総合評価落札方式条件付一般競争入札技術評価試行要領（平成21

年3月30日付け総務第1253号）は、廃止する。ただし、この要領の施行前に公告を行った工事については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成24年２月29日付け総務第273号） 

１ この要領は、平成24年３月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年３月６日付け総務第302号） 

１ この要領は、平成25年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年10月17日総務第172号） 

１ この要領は、平成25年10月17日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 改正前の消費税法及び地方税法が適用される工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月31日総務第286号） 

１ この要領は、平成27年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

３ 様式第１－１号、様式第１－２－１号、様式第１－２－２号については、当分の間、従前の様式のものによることができ

る。 

附 則（平成28年３月７日総務第201号） 

１ この要領は、平成28年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成28年３月31日総務第244号） 

 この要領は、平成28年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

附 則（平成29年５月19日付け総務第46号） 

この要領は、平成29年６月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

  附 則（平成30年３月30日付け総務第210号） 

この要領は、平成30年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

附 則（平成31年３月28日付け総務第236号） 

１ この要領は、平成31年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。ただし、表２の項の改正部分は、平成31年６月

１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

２ 改正前の消費税法及び地方税法が適用される工事については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月17日付け出総第282号） 

１ この要領は、令和２年４月１日以後に公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に公告を行った工事については、なお従前の例による。 



 

 

改 正 前 改 正 後 
附 則（令和２年10月12日付け出総第186号） 

１ この要領は、令和２年10月12日以後に入札公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に入札公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月８日付け出総第345号） 

 この要領は、令和３年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

附 則（令和４年３月17日付け出総第350号） 

１ この要領は、令和４年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。ただし、様式第３号の改正部分は、令和４年４

月１日以降に提出する用紙について適用し、同日前に提出した用紙については、なお従前の例による。 

２ 様式第３号の改正部分について、改正後の要領の施行の際現に改正前の要領に基づいて作成した用紙がある場合において

は、改正後の要領の規定にかかわらず、当分の間、これを取り繕って使用することを妨げない。 

附 則（令和４年６月22日付け出総第83号） 

 この要領は、令和４年７月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

 

 

 

 

 

様式第１－１号～様式第３号 〔略〕 

 

様式第３－１－１号 〔別紙による〕 

 

様式第３－１－２号 〔略〕 

 

様式第３－１－３号、様式第３－１－４号 〔別紙による〕 

 

様式第３－１－５号 〔略〕 

 

様式第３－１－６号 〔別紙による〕 

 

様式第３－２－１号～様式第５号 〔略〕 

 

 

 

附 則（令和２年10月12日付け出総第186号） 

１ この要領は、令和２年10月12日以後に入札公告を行う工事から適用する。 

２ 同日前に入札公告を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月８日付け出総第345号） 

 この要領は、令和３年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

附 則（令和４年３月17日付け出総第350号） 

１ この要領は、令和４年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。ただし、様式第３号の改正部分は、令和４年４

月１日以降に提出する用紙について適用し、同日前に提出した用紙については、なお従前の例による。 

２ 様式第３号の改正部分について、改正後の要領の施行の際現に改正前の要領に基づいて作成した用紙がある場合において

は、改正後の要領の規定にかかわらず、当分の間、これを取り繕って使用することを妨げない。 

附 則（令和４年６月22日付け出総第83号） 

 この要領は、令和４年７月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

附 則（令和５年３月10日付け出総第334号） 

 この要領は、令和５年４月１日以降に入札公告を行う工事から適用する。 

 
 

 

様式第１－１号～様式第３号 〔略〕 

 

様式第３－１－１号 〔別紙による〕 

 

様式第３－１－２号 〔略〕 

 

様式第３－１－３号、様式第３－１－４号 〔別紙による〕 

 

様式第３－１－５号 〔略〕 

 

様式第３－１－６号 〔別紙による〕 

 

様式第３－２－１号～様式第５号 〔略〕 

 

 

 

改 正 理 由 所要の文言整理 

 
 



 

全 枚中の 枚目 

（様式第 3－1－1号） 

一 般 工 事 用 
会社名：          

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

ア 施工実績 

※1  点/0.7点 工 事 名 工事  

（   ）同種工事の 

実績あり 

（   ）類似工事の 

     実績あり 

(注)JV 非代表施工の場合

は、工事概要欄に JV構成員

の施工実績算定式も記載の

こと。 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号          ） ・ 無 

最 終 請 負 額 円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態 等 単体施工 ・ ＪＶ施工（代表・非代表  ％） 

工 事 概 要 
 

イ 工事成績評定点 

※1  点/1.2点 発 注 業 種  (注)過去５ヵ年の平均点を記入してくださ

い。  工 事 成 績 評 定 点 点  

ウ 経営品質の取組 

※1  点/0.5点 

① 優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度         年度  

 

（   ）①～④のうち２

項目以上該当あ

り 

受 賞 工 事 名                   工事 

受 賞 区 分 優良建設工事表彰・優良下請負企業表彰 

②ＩＳＯの認証取得

又はいわて地球環境

にやさしい事業所認

定 

I S O 9 0 0 1 
認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

（   ）①～④のうち１

項目該当あり 
I S O 1 4 0 0 1 

認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

いわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 

認 定 区 分 三つ星 ・ 四つ星 

認定年月日  

 ③新分野進出等表彰制度

（奨励企業を含む）の受賞 

受 賞 年 度     年度 

分 野  

④「えるぼし・プラチ

ナえるぼし」、「くるみ

ん・プラチナくるみ

ん・トライくるみん」、

「いわて女性活躍認

定企業等」又は「いわ

て子育てにやさしい

企業等」の認定 

認 定 実 績 

（   ）えるぼし・プラチナえるぼし 

（   ）くるみん・プラチナくるみん・ト

ライくるみん 

（   ）いわて女性活躍認定企業等 

（   ）いわて子育てにやさしい企業等 

エ 資格取得の取組 

※1  点/0.3点    

  ① 技術者資格の取得 
   資 格 名  

（  ）新規資格取得職員

の実績あり 

（  ）資格取得職員の雇

用実績あり 

登 録 番 号  

取 得 年 月 日  

雇 用 年 月 日  

対 象 職 員 氏 名  

② 登録基幹技能者の認定  

 対 象 職 員 氏 名   

登 録 基 幹 技 能 者 
講習の種類   

修了年月日   

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

■ 配置予定技術者 

 技 術 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

今 回 従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者  

今回の発注業種に応

じ た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

   

   

■ 専任補助者（専任補助者を配置する場合にのみ記載） 

 専 任 補 助 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

 
今回の発注業種に応

じ た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号  

     

     

 

※資格取得の取組は①と②の評価点を合計した点数とする。 

※複数の技術者を申請する場合

は、１人目は本様式の全項目を記

載し、２人目以降は本様式の■配

置予定技術者、オ、カ、キ、ク、

ケ、コ及びサのみ記載することと

し、他の欄は空欄で構わない。 

※専任補助者を配置する場合、本

様式のオ、カ、キ、ク、ケ及びサ

は専任補助者の実績を記載するこ

と。 



 

全 枚中の 枚目 

 

 

オ 施工経験 

※1  点/0.8点 工 事 名 工事  

（    ）同種工事の 

実績あり 

（    ）類似工事の 

      実績あり 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

最 終 請 負 額                  円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

工 事 概 要  

カ 配置予定技術者の工事成績評定点 

※1  点/1.0点 工 事 名 工事  

(注)発注業種は問わない 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度        年度 

工 事 成 績 評 定 点 

 キ 配置予定技術者の表彰実績 

※1  点/0.3点 

優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度 年度  

 

受 賞 工 事 名 工事  

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人   

優 秀 施 工 者 岩 手 県 知 事 表 彰 受賞年度         年度  

安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰 受賞年度         年度  

 ク 配置予定技術者の資格と経験年数 

※1  点/0.3点 （注）前ページの「■配置予定技術者」における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」

の記載内容により確認します。ただし、専任補助者を配置した場合には、「■専任補助者」

における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」の記載内容により確認します。 
（  ）一級相当資格 

取得後 5年以上 

（  ）一級相当資格 

取得後 5年未満 

ケ 配置予定技術者の継続教育(CPD)の取り組み状況 

※1  点/0.2点 証 明 団 体 名   

 取 得 単 位 数            

証 明 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

コ 若手技術者又は女性技術者の配置の有無 

※1  点/0.2点 

技 術 者 等 

氏 名   

 生 年 月 日  

満 年 齢  

性 別  

今 回 従 事 役 職 
（    ）主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 

（    ）現 場 代 理 人 

サ 配置予定技術者の週休２日制の取組実績 

※1  点/0.5点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度          年度 

発 注 者  

週休２日達成状況 
（    ）完 全 週 休 ２ 日 又 は ４ 週 ８ 休 

（    ）４ 週 ７ 休 又 は ４ 週 ６ 休  



 

全 枚中の 枚目 
 

地 

域 

精 

通 

度 

等 

 シ 地域内拠点の有無 

※1  点/1.0点 本 社 の 所 在 地   

 ス 災害活動の実績等 

※1  点/1.5点 

  ① 災害活動の実績 

 活 動 年 度   

活 動 内 容 

（    ）災害発生時における応急対応の実績 

      （契約に基づく対価の支払いを受けていないもの。） 

（    ）災害協定等の発注者の要請に基づき、業務委託等と

して発注された災害活動（訓練・応急工事は除く）

の実績（契約に基づく対価の支払いを受けているも

の。） 

 

活 動 概 要 
 

 

 

② 災害協定の有無 

 災害時における応急

対策業務に関する協

定 

締 結 年 月 日   

県との協定者名   

協 定 概 要   

 

 セ 雇用対策の実績 

※1  点/0.5点 障 が い 者 の 雇 用 

（ Ａ ・ Ｂ ） 

 

（注）Ａ、Ｂ該当する

方に○してください。 

A:「障害者の雇

用の促進等に関

する法律」に基

づく、障がい者

雇用を義務付け

られている業者 

雇 用 障 が い 者 数         人  

 

建設業従事職員数         人  

除 外 率         ％  

法 定 雇 用 率         ％  

法 定 雇 用 人 数         人  

不 足 人 数         人  

B:A以外の業者 雇 用 障 が い 者 数         人  

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（ 学 卒 者 の 場 合 ） 

出 身 校   

卒 業 年 月 日   

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（学卒者以外の場合） 

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

 ソ 無償奉仕活動の実績 ※２ 

※1  点/0.2点 年度区分 活 動 内 容 活 動 時 期 活動場所の市町村名  

 

年度 

    

    

    

 

 

※災害活動の実績等は①と②の評価点を合計した点数とする。 



 

全 枚中の 枚目 
 

地 

域 

精 

通 

度 

等 

タ 維持修繕業務等の実績  

※1  点/0.8点 実 績 年 度         年度 

 

（   ）対象５年間で

元請として２

業務以上の実

績あり 

 

 

（   ）対象５年間で

元請として１

業務の実績あ

り 

 

 

（   ）対象５年間で

一次下請とし

ての実績あり       

実績業務（工事）名 業務委託（工事）  

履 行 場 所   

発 注 者   

履 行 期 間 年  月  日 ～   年  月  日  

受 注 形 態 元請 ・ 一次下請  

業 務 （ 工 事 ） 内 容 

 

 

 

 

実 績 年 度         年度 

実績業務（工事）名 業務委託（工事）  

履 行 場 所   

発 注 者   

履 行 期 間 年  月  日 ～   年  月  日  

受 注 形 態 元請 ・ 一次下請  

業 務 （ 工 事 ） 内 容 

 

 

 

 

   

※１ 自己評価点記入欄：      に入札参加者の自己評価点を記入してください。 

※２ ソの無償奉仕活動で認定された評価点をお持ちの方（事前審査済みの方）は、活動内容の記載及び添付資料は不要です。 

記載上の留意事項 

１ 当該様式の記載に係る留意事項等については、「総合評価落札方式競争入札技術評価基準」及び「総合評価落札方式条件付

一般競争入札（標準型・簡易型）事務処理の手引き」を参照願います。 

２ 当該様式の記載内容に係る確認書類については、開札後に落札候補者等に対して提出を求めるので、入札参加申請時の添付

は不要です。 

３ エ①、キ及びセについては、いずれかの実績があれば評価の対象となります。 

 



 

全 枚中の 枚目 

（様式第 3－1－3号） 

海 上 ・ 海 中 工 事 用 
会社名：          

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

ア 施工実績 

※1  点/0.7点 工 事 名 工事  

（   ）同種工事の 

実績あり 

（   ）類似工事の 

     実績あり 

(注)JV 非代表施工の場合

は、工事概要欄に JV 構成

員の施工実績算定式も記

載のこと。 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号          ） ・ 無 

最 終 請 負 額 円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態 等 単体施工 ・ ＪＶ施工（代表・非代表  ％） 

工 事 概 要 
 

イ 工事成績評定点 

※1  点/1.2点 発 注 業 種  (注)過去５ヵ年の平均点を記入してくださ

い。  工 事 成 績 評 定 点 点  

ウ 経営品質の取組 

※1  点/0.5点 

① 優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度         年度  

 

（   ）①～④のうち２

項目以上該当

あり 

受 賞 工 事 名                   工事 

受 賞 区 分 優良建設工事表彰・優良下請負企業表彰 

②ＩＳＯの認証取得又

はいわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 認 定 

I S O 9 0 0 1 
認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

（   ）①～④のうち１

項目該当あり 
I S O 1 4 0 0 1 

認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

いわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 

認 定 区 分 三つ星 ・ 四つ星 

認定年月日  

 ③新分野進出等表彰制度（奨

励 企 業 を 含 む ） の 受 賞 

受 賞 年 度     年度 

分 野  

④「えるぼし・プラチ

ナえるぼし」、「くるみ

ん・プラチナくるみ

ん・トライくるみん」、

「いわて女性活躍認定

企業等」又は「いわて

子育てにやさしい企業

等」の認定 

認 定 実 績 

（   ）えるぼし・プラチナえるぼし 

（   ）くるみん・プラチナくるみん・トラ

イくるみん 

（   ）いわて女性活躍認定企業等 

（   ）いわて子育てにやさしい企業等 

エ 資格取得の取組 

※1  点/0.3点    

  ① 技術者資格の取得 
   資 格 名  

（  ）新規資格取得職員

の実績あり 

（  ）資格取得職員の 

雇用実績あり 

登 録 番 号  

取 得 年 月 日  

雇 用 年 月 日  

対 象 職 員 氏 名  

② 登録基幹技能者の認定  

 対 象 職 員 氏 名   

登 録 基 幹 技 能 者 
講習の種類   

修了年月日   

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

■ 配置予定技術者 

 技 術 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

今 回 従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者  

今回の発注業種に応じ

た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

   

   

■ 専任補助者（専任補助者を配置する場合にのみ記載） 

 専 任 補 助 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

 
今回の発注業種に応じ

た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号  

     

     

 

※資格取得の取組は①と②の評価点を合計した点数とする。 

※専任補助者を配置する場合、

本様式のオ、カ、キ、ク、ケ及

びサは専任補助者の実績を記載

すること。 

※複数の技術者を申請する場合

は、１人目は本様式の全項目を記

載し、２人目以降は本様式の■配

置予定技術者、オ、カ、キ、ク、

ケ、コ及びサのみ記載することと

し、他の欄は空欄で構わない。 



 

全 枚中の 枚目 

 

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

オ 施工経験 

※1  点/0.8点 工 事 名 工事  

（    ）同種工事の 

実績あり 

（    ）類似工事の 

      実績あり 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

最 終 請 負 額                  円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

工 事 概 要  

カ 配置予定技術者の工事成績評定点 

※1  点/1.0点 工 事 名 工事  

(注)発注業種は問わない 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度        年度 

工 事 成 績 評 定 点 

 キ 配置予定技術者の表彰実績 

※1  点/0.3点 

優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度 年度  

 

受 賞 工 事 名 工事  

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人   

優 秀 施 工 者 岩 手 県 知 事 表 彰 受賞年度         年度  

安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰 受賞年度         年度  

 ク 配置予定技術者の資格と経験年数 

※1  点/0.3点 （注）前ページの「■配置予定技術者」における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」

の記載内容により確認します。ただし、専任補助者を配置した場合には、「■専任補助者」

における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」の記載内容により確認します。 
（  ）一級相当資格 

取得後 5年以上 

（  ）一級相当資格 

取得後 5年未満 

ケ 配置予定技術者の継続教育(CPD)の取り組み状況 

※1  点/0.2点 証 明 団 体 名   

 取 得 単 位 数          

証 明 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

コ 若手技術者又は女性技術者の配置の有無 

※1  点/0.2点 

技 術 者 等 

氏 名   

 生 年 月 日  

 満 年 齢  

 性 別  

 
今 回 従 事 役 職 

（    ）主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 

（    ）現 場 代 理 人 

サ 配置予定技術者の週休２日制の取組実績 

※1  点/0.5点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度          年度 

発 注 者  

週休２日達成状況 
（    ）完 全 週 休 ２ 日 又 は ４ 週 ８ 休 

（    ）４ 週 ７ 休 又 は ４ 週 ６ 休 

 



 

全 枚中の 枚目 

 

地 

域 

精 

通 

度 

等 

 シ 地域内拠点の有無 

※1  点/1.0点 本 社 の 所 在 地   

 ス 災害活動の実績等 

※1  点/1.5点 

  ① 災害活動の実績 

 活 動 年 度   

活 動 内 容 

（    ）災害発生時における応急対応の実績 

      （契約に基づく対価の支払いを受けていないもの。） 

（    ）災害協定等の発注者の要請に基づき、業務委託等と

して発注された災害活動（訓練・応急工事は除く）

の実績（契約に基づく対価の支払いを受けているも

の。） 

 

活 動 概 要 
 

 

 

② 災害協定の有無 

 災害時における応急

対策業務に関する協

定 

締 結 年 月 日   

県との協定者名   

協 定 概 要   

 セ 雇用対策の実績 

※1  点/0.5点 障 が い 者 の 雇 用 

（ Ａ ・ Ｂ ） 

 

（注）Ａ、Ｂ該当する

方に○してください。 

A:「障害者の雇

用の促進等に関

する法律」に基

づく、障がい者

雇用を義務付け

られている業者 

雇 用 障 が い 者 数         人  

 

建設業従事職員数         人  

除 外 率         ％  

法 定 雇 用 率         ％  

法 定 雇 用 人 数         人  

不 足 人 数         人  

B:A以外の業者 雇 用 障 が い 者 数         人  

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（ 学 卒 者 の 場 合 ） 

出 身 校   

卒 業 年 月 日   

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（学卒者以外の場合） 

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

 ソ 無償奉仕活動の実績 ※２ 

※1  点/0.1点 年度区分 活 動 内 容 活 動 時 期 活動場所の市町村名  

 

年度 

    

    

    

タ 維持修繕業務等の実績  

※1  点/0.4点 実 績 年 度         年度  

（   ）対象５年間で

元請としての

実績あり 

 

 

（   ）対象５年間で

一次下請とし

ての実績あり 

実績業務（工事）名 業務委託（工事）  

履 行 場 所   

発 注 者   

履 行 期 間 年  月  日 ～   年  月  日  

受 注 形 態 元請 ・ 一次下請  

業 務 （ 工 事 ） 内 容 

 

 

 

 

チ 船舶の所有状況 

※1  点/0.5点 

船 舶 

種 類 
（    ）起重機船 

（    ）クレーン付き台船 

 

 

 規 格       t吊り 

通 常 保 管 場 所  

 

 

 

※災害活動の実績等は①と②の評価点を合計した点数とする。 



 

全 枚中の 枚目 

 

 

※１ 自己評価点記入欄：      に入札参加者の自己評価点を記入してください。 

※２ ソの無償奉仕活動で認定された評価点をお持ちの方（事前審査済みの方）は、活動内容の記載及び添付資料は不要です。 

 

記載上の留意事項 

１ 当該様式の記載に係る留意事項等については、「総合評価落札方式競争入札技術評価基準」及び「総合評価落札方式条件付

一般競争入札（標準型・簡易型）事務処理の手引き」を参照願います。 

２ 当該様式の記載内容に係る確認書類については、開札後に落札候補者等に対して提出を求めるので、入札参加申請時の添付

は不要です。 

３ エ①、キ及びセについては、いずれかの実績があれば評価の対象となります。 

 
 



 

全 枚中の 枚目 

（様式第 3－1－4号） 

一般工事用（ ICT 活用工事） 
会社名：          

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

ア 施工実績 

※1  点/0.7点 工 事 名 工事  

（   ）同種工事の 

実績あり 

（   ）類似工事の 

     実績あり 

(注)JV 非代表施工の場合

は、工事概要欄に JV構成員

の施工実績算定式も記載の

こと。 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号          ） ・ 無 

最 終 請 負 額 円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態 等 単体施工 ・ ＪＶ施工（代表・非代表  ％） 

工 事 概 要 
 

イ 工事成績評定点 

※1  点/1.2点 発 注 業 種  (注)過去５ヵ年の平均点を記入してくださ

い。  工 事 成 績 評 定 点 点  

ウ 経営品質の取組 

※1  点/0.5点 

① 優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度         年度  

 

（   ）①～④のうち２

項目以上該当

あり 

受 賞 工 事 名                   工事 

受 賞 区 分 優良建設工事表彰・優良下請負企業表彰 

②ＩＳＯの認証取得又

はいわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 認 定 

I S O 9 0 0 1 
認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

（   ）①～④のうち１

項目該当あり 
I S O 1 4 0 0 1 

認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

いわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 

認 定 区 分 三つ星 ・ 四つ星 

認定年月日  

 ③新分野進出等表彰制度（奨

励 企 業 を 含 む ） の 受 賞 

受 賞 年 度     年度 

分 野  

④「えるぼし・プラチ

ナえるぼし」、「くるみ

ん・プラチナくるみ

ん・トライくるみん」、

「いわて女性活躍認定

企業等」又は「いわて

子育てにやさしい企業

等」の認定 

認 定 実 績 

（   ）えるぼし・プラチナえるぼし 

（   ）くるみん・プラチナくるみん・トラ

イくるみん 

（   ）いわて女性活躍認定企業等 

（   ）いわて子育てにやさしい企業等 

エ 資格取得の取組 

※1  点/0.3点    

  ① 技術者資格の取得 
   資 格 名  

（  ）新規資格取得職員

の実績あり 

（  ）資格取得職員の 

雇用実績あり 

登 録 番 号  

取 得 年 月 日  

雇 用 年 月 日  

対 象 職 員 氏 名  

② 登録基幹技能者の認定  

 対 象 職 員 氏 名   

登 録 基 幹 技 能 者 
講習の種類   

修了年月日   

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

■ 配置予定技術者 

 技 術 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

今 回 従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者  

今回の発注業種に応じ

た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

   

   

■ 専任補助者（専任補助者を配置する場合にのみ記載） 

 専 任 補 助 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

 
今回の発注業種に応じ

た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号  

     

     

 

※資格取得の取組は①と②の評価点を合計した点数とする。 

※専任補助者を配置する場合、

本様式のオ、カ、キ、ク、ケ、

サ及びシは専任補助者の実績を

記載すること。 

※複数の技術者を申請する場合

は、１人目は本様式の全項目を

記載し、２人目以降は本様式の

■配置予定技術者、オ、カ、キ、

ク、ケ、コ、サ及びシのみ記載

することとし、他の欄は空欄で

構わない。 



 

全 枚中の 枚目 

 

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

オ 施工経験 

※1  点/0.8点 工 事 名 工事  

（    ）同種工事の 

実績あり 

（    ）類似工事の 

      実績あり 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

最 終 請 負 額                  円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

工 事 概 要  

カ 配置予定技術者の工事成績評定点 

※1  点/1.0点 工 事 名 工事  

(注)発注業種は問わない 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度        年度 

工 事 成 績 評 定 点 

 キ 配置予定技術者の表彰実績 

※1  点/0.3点 

優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度 年度  

 

受 賞 工 事 名 工事  

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人   

優 秀 施 工 者 岩 手 県 知 事 表 彰 受賞年度         年度  

安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰 受賞年度         年度  

 ク 配置予定技術者の資格と経験年数 

※1  点/0.3点 （注）前ページの「■配置予定技術者」における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」

の記載内容により確認します。ただし、専任補助者を配置した場合には、「■専任補助者」

における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」の記載内容により確認します。 
（  ）一級相当資格 

取得後 5年以上 

（  ）一級相当資格 

取得後 5年未満 

ケ 配置予定技術者の継続教育(CPD)の取り組み状況 

※1  点/0.2点 証 明 団 体 名   

 取 得 単 位 数            

証 明 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

コ 若手技術者又は女性技術者の配置の有無 

※1  点/0.2点 

技 術 者 等 

氏 名   

 生 年 月 日  

 満 年 齢  

 性 別  

 
今 回 従 事 役 職 

（    ）主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 

（    ）現 場 代 理 人 

サ 配置予定技術者の週休２日制の取組実績 

※1  点/0.3点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度          年度 

発 注 者  

週休２日達成状況 
（    ）完 全 週 休 ２ 日 又 は ４ 週 ８ 休 

（    ）４ 週 ７ 休 又 は ４ 週 ６ 休 

シ 配置予定技術者のＩＣＴ活用工事の施工実績 

※1  点/0.2点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所   

 工 期 年  月  日 ～   年  月  日  

 完 成 年 度          年度  

 発 注 者   

 
I C T 実 施 状 況 

（    ）I C T の 全 面 的 な 活 用 

（    ）I C T の 部 分 的 な 活 用 

 

 



 

全 枚中の 枚目 
 

地 

域 

精 

通 

度 

等 

 ス 地域内拠点の有無 

※1  点/1.0点 本 社 の 所 在 地   

 セ 災害活動の実績等 

※1  点/1.5点 

  ① 災害活動の実績 

 活 動 年 度   

活 動 内 容 

（    ）災害発生時における応急対応の実績 

      （契約に基づく対価の支払いを受けていないもの。） 

（    ）災害協定等の発注者の要請に基づき、業務委託等と

して発注された災害活動（訓練・応急工事は除く）

の実績（契約に基づく対価の支払いを受けているも

の。） 

 

活 動 概 要 
 

 

 

② 災害協定の有無 

 災害時における応急

対策業務に関する協

定 

締 結 年 月 日   

県との協定者名   

協 定 概 要   

 ソ 雇用対策の実績 

※1  点/0.5点 障 が い 者 の 雇 用 

（ Ａ ・ Ｂ ） 

 

（注）Ａ、Ｂ該当する

方に○してください。 

A:「障害者の雇

用の促進等に関

する法律」に基

づく、障がい者

雇用を義務付け

られている業者 

雇 用 障 が い 者 数         人  

 

建設業従事職員数         人  

除 外 率         ％  

法 定 雇 用 率         ％  

法 定 雇 用 人 数         人  

不 足 人 数         人  

B:A以外の業者 雇 用 障 が い 者 数         人  

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（ 学 卒 者 の 場 合 ） 

出 身 校   

卒 業 年 月 日   

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（学卒者以外の場合） 

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

 タ 無償奉仕活動の実績 ※２ 

※1  点/0.2点 年度区分 活 動 内 容 活 動 時 期 活動場所の市町村名  

 

年度 

    

    

    

 

※災害活動の実績等は①と②の評価点を合計した点数とする。 



 

全 枚中の 枚目 
 

地 

域 

精 

通 

度 

等 

チ 維持修繕業務等の実績  

※1  点/0.8点 実 績 年 度         年度 

 

（   ）対象５年間で

元請として２

業務以上の実

績あり 

 

 

（   ）対象５年間で

元請として１

業務の実績あ

り 

 

 

（   ）対象５年間で

一次下請とし

ての実績あり       

実績業務（工事）名 業務委託（工事）  

履 行 場 所   

発 注 者   

履 行 期 間 年  月  日 ～   年  月  日  

受 注 形 態 元請 ・ 一次下請  

業 務 （ 工 事 ） 内 容 

 

 

 

 

実 績 年 度         年度 

実績業務（工事）名 業務委託（工事）  

履 行 場 所   

発 注 者   

履 行 期 間 年  月  日 ～   年  月  日  

受 注 形 態 元請 ・ 一次下請  

業 務 （ 工 事 ） 内 容 

 

 

 

 

   

※１ 自己評価点記入欄：      に入札参加者の自己評価点を記入してください。 

※２ タの無償奉仕活動で認定された評価点をお持ちの方（事前審査済みの方）は、活動内容の記載及び添付資料は不要です。 

記載上の留意事項 

１ 当該様式の記載に係る留意事項等については、「総合評価落札方式競争入札技術評価基準」及び「総合評価落札方式条件付

一般競争入札（標準型・簡易型）事務処理の手引き」を参照願います。 

２ 当該様式の記載内容に係る確認書類については、開札後に落札候補者等に対して提出を求めるので、入札参加申請時の添付

は不要です。 

３ エ①、キ及びソについては、いずれかの実績があれば評価の対象となります。 

 



 

全 枚中の 枚目 

（様式第 3－1－6号） 

海上・海中工事用（ ICT 活用工事） 
会社名：          

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

ア 施工実績 

※1  点/0.7点 工 事 名 工事  

（   ）同種工事の 

実績あり 

（   ）類似工事の 

     実績あり 

(注)JV 非代表施工の場合

は、工事概要欄に JV 構成

員の施工実績算定式も記

載のこと。 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号          ） ・ 無 

最 終 請 負 額 円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態 等 単体施工 ・ ＪＶ施工（代表・非代表  ％） 

工 事 概 要 
 

イ 工事成績評定点 

※1  点/1.2点 発 注 業 種  (注)過去５ヵ年の平均点を記入してくださ

い。  工 事 成 績 評 定 点 点  

ウ 経営品質の取組 

※1  点/0.5点 

① 優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度         年度  

 

（   ）①～④のうち２

項目以上該当

あり 

受 賞 工 事 名                   工事 

受 賞 区 分 優良建設工事表彰・優良下請負企業表彰 

②ＩＳＯの認証取得又

はいわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 認 定 

I S O 9 0 0 1 
認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

（   ）①～④のうち１

項目該当あり 
I S O 1 4 0 0 1 

認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

いわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 

認 定 区 分 三つ星 ・ 四つ星 

認定年月日  

 ③新分野進出等表彰制度（奨

励 企 業 を 含 む ） の 受 賞 

受 賞 年 度     年度 

分 野  

④「えるぼし・プラチ

ナえるぼし」、「くるみ

ん・プラチナくるみ

ん・トライくるみん」、

「いわて女性活躍認定

企業等」又は「いわて

子育てにやさしい企業

等」の認定 

認 定 実 績 

（   ）えるぼし・プラチナえるぼし 

（   ）くるみん・プラチナくるみん・トラ

イくるみん 

（   ）いわて女性活躍認定企業等 

（   ）いわて子育てにやさしい企業等 

エ 資格取得の取組 

※1  点/0.3点    

  ① 技術者資格の取得 
   資 格 名  

（  ）新規資格取得職員

の実績あり 

（  ）資格取得職員の 

雇用実績あり 

登 録 番 号  

取 得 年 月 日  

雇 用 年 月 日  

対 象 職 員 氏 名  

② 登録基幹技能者の認定  

 対 象 職 員 氏 名   

登 録 基 幹 技 能 者 
講習の種類   

修了年月日   

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

■ 配置予定技術者 

 技 術 者  生 年 月 日 年 月 日  

今 回 従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者  

今回の発注業種に応じ

た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

   

   

■ 専任補助者（専任補助者を配置する場合にのみ記載） 

 専 任 補 助 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

 
今回の発注業種に応じ

た 資 格 ・ 免 許 等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号  

     

     

 

※資格取得の取組は①と②の評価点を合計した点数とする。 

※専任補助者を配置する場合、本

様式のオ、カ、キ、ク、ケ、サ及

びシは専任補助者の実績を記載

すること。 

※複数の技術者を申請する場合

は、１人目は本様式の全項目を記

載し、２人目以降は本様式の■配

置予定技術者、オ、カ、キ、ク、

ケ、コ、サ及びシのみ記載するこ

ととし、他の欄は空欄で構わない。 



 

全 枚中の 枚目 

 

 

オ 施工経験 

※1  点/0.8点 工 事 名 工事  

（    ）同種工事の 

実績あり 

（    ）類似工事の 

      実績あり 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

最 終 請 負 額                  円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

工 事 概 要  

カ 配置予定技術者の工事成績評定点 

※1  点/1.0点 工 事 名 工事  

(注)発注業種は問わない 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度        年度 

工 事 成 績 評 定 点 

 キ 配置予定技術者の表彰実績 

※1  点/0.3点 

優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度 年度  

 

受 賞 工 事 名 工事  

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・専任補助者・現場代理人   

優 秀 施 工 者 岩 手 県 知 事 表 彰 受賞年度         年度  

安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰 受賞年度         年度  

 ク 配置予定技術者の資格と経験年数 

※1  点/0.3点 （注）前ページの「■配置予定技術者」における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」

の記載内容により確認します。ただし、専任補助者を配置した場合には、「■専任補助者」

における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」の記載内容により確認します。 
（  ）一級相当資格 

取得後 5年以上 

（  ）一級相当資格 

取得後 5年未満 

ケ 配置予定技術者の継続教育(CPD)の取り組み状況 

※1  点/0.2点 証 明 団 体 名   

 取 得 単 位 数            

証 明 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

コ 若手技術者又は女性技術者の配置の有無 

※1  点/0.2点 

技 術 者 等 

氏 名   

 生 年 月 日  

 満 年 齢  

 性 別  

 
今 回 従 事 役 職 

（    ）主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 

（    ）現 場 代 理 人 

サ 配置予定技術者の週休２日制の取組実績 

※1  点/0.3点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度          年度 

発 注 者  

週休２日達成状況 
（    ）完 全 週 休 ２ 日 又 は ４ 週 ８ 休 

（    ）４ 週 ７ 休 又 は ４ 週 ６ 休 

シ 配置予定技術者のＩＣＴ活用工事の施工実績 

※1  点/0.2点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所   

 工 期 年  月  日 ～   年  月  日  

 完 成 年 度          年度  

 発 注 者   

 
I C T 実 施 状 況 

（    ）I C T の 全 面 的 な 活 用 

（    ）I C T の 部 分 的 な 活 用 

 

 



 

全 枚中の 枚目 

 

地 

域 

精 

通 

度 

等 

 ス 地域内拠点の有無 

※1  点/1.0点 本 社 の 所 在 地   

 セ 災害活動の実績等 

※1  点/1.5点 

  ① 災害活動の実績 

 活 動 年 度   

活 動 内 容 

（    ）災害発生時における応急対応の実績 

      （契約に基づく対価の支払いを受けていないもの。） 

（    ）災害協定等の発注者の要請に基づき、業務委託等と

して発注された災害活動（訓練・応急工事は除く）

の実績（契約に基づく対価の支払いを受けているも

の。） 

 

活 動 概 要 
 

 

 

② 災害協定の有無 

 災害時における応急

対策業務に関する協

定 

締 結 年 月 日   

県との協定者名   

協 定 概 要   

 ソ 雇用対策の実績 

※1  点/0.5点 障 が い 者 の 雇 用 

（ Ａ ・ Ｂ ） 

 

（注）Ａ、Ｂ該当する

方に○してください。 

A:「障害者の雇

用の促進等に関

する法律」に基

づく、障がい者

雇用を義務付け

られている業者 

雇 用 障 が い 者 数         人  

 

建設業従事職員数         人  

除 外 率         ％  

法 定 雇 用 率         ％  

法 定 雇 用 人 数         人  

不 足 人 数         人  

B:A以外の業者 雇 用 障 が い 者 数         人  

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（ 学 卒 者 の 場 合 ） 

出 身 校   

卒 業 年 月 日   

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（学卒者以外の場合） 

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

 タ 無償奉仕活動の実績 ※２ 

※1  点/0.1点 年度区分 活 動 内 容 活 動 時 期 活動場所の市町村名  

 

年度 

    

    

    

チ 維持修繕業務等の実績  

※1  点/0.4点 実 績 年 度         年度  

（   ）対象５年間で

元請としての

実績あり 

 

 

（   ）対象５年間で

一次下請とし

ての実績あり 

実績業務（工事）名 業務委託（工事）  

履 行 場 所   

発 注 者   

履 行 期 間 年  月  日 ～   年  月  日  

受 注 形 態 元請 ・ 一次下請  

業 務 （ 工 事 ） 内 容 

 

 

 

 

ツ 船舶の所有状況 

※1  点/0.5点 

船 舶 

種 類 
（    ）起重機船 

（    ）クレーン付き台船 

 

 

 規 格       t吊り 

通 常 保 管 場 所  

 

※災害活動の実績等は①と②の評価点を合計した点数とする。 



 

全 枚中の 枚目 

 

※１ 自己評価点記入欄：      に入札参加者の自己評価点を記入してください。 

※２ タの無償奉仕活動で認定された評価点をお持ちの方（事前審査済みの方）は、活動内容の記載及び添付資料は不要です。 

 

記載上の留意事項 

１ 当該様式の記載に係る留意事項等については、「総合評価落札方式競争入札技術評価基準」及び「総合評価落札方式条件付

一般競争入札（標準型・簡易型）事務処理の手引き」を参照願います。 

２ 当該様式の記載内容に係る確認書類については、開札後に落札候補者等に対して提出を求めるので、入札参加申請時の添付

は不要です。 

３ エ①、キ及びソについては、いずれかの実績があれば評価の対象となります。 
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